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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期
第３四半期
連結累計期間

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

売上高 （千円） 2,153,938

経常利益 （千円） 403,671

親会社株主に帰属する四半期純利

益
（千円） 244,546

四半期包括利益 （千円） 245,108

純資産額 （千円） 2,564,606

総資産額 （千円） 3,023,300

１株当たり四半期純利益金額 （円） 45.44

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
（円） 45.02

自己資本比率 （％） 84.2

 

回次
第16期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.66

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　当社は、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期連結累計期

間及び前連結会計年度の経営指標等については、記載しておりません。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

（法人向け事業）

　当第３四半期連結会計期間において、株式会社ビジネストラベルジャパンの株式を取得し子会社化したことに伴

い、同社を連結の範囲に含めております。

 

　この結果、平成29年12月31日現在では、当社グループは、当社、子会社１社及び関連会社１社により構成されるこ

ととなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて変更があっ

た箇所は以下のとおりです。

　ストック・オプション等に関するリスク

　当社は、会社業績向上に対する士気高揚のため、インセンティブ・プランとして、取締役に対するストック・オプ

ションとしての新株予約権を発行しております。またストック・オプションについては、今後もインセンティブ・プ

ランの選択肢の一つとして継続的な活用を検討しております。

　新株予約権のうち、平成29年10月に10,000株分、平成29年11月に10,000株分、平成29年12月に21,600株分が行使さ

れたため、現在付与されている新株予約権の目的となる株式の数は152,000株であり、発行済株式総数6,888,800株の

2.2％に相当します。行使にあたっては自己株式を充当する予定でありますが、これら新株予約権が行使された場合

もしくは将来新たに付与される可能性のある新株予約権の行使による潜在株式の顕在化に伴い、１株当たり当期純利

益金額が希薄化した場合、株価形成に影響を及ぼす可能性があります。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表の作成を開始しているため、業績の前年同期比較は行っ

ておりません。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、地政学的リスクへの懸念はあるものの、企業収益の改善や良

好な雇用環境を受けて、景気は引き続き緩やかな回復基調で推移しました。

当社の創業事業である乗換案内サービスは、日常生活での人々の移動をサポートする、利用頻度の高いサービスと

して世の中に広く定着しておりますが、サービスの成熟期を迎えコモディティ化が進展しております。

　このような状況下、当社は、収益基盤の強化・多様化に加え、新たな成長領域の開拓が必要と考えており、移動

手段の多様化や法人の業務効率化ニーズの高まりなどの市場動向に対応する分野を成長領域と設定し、中期的成長

のために経営資源を集中させる方針のもと事業展開を進めてまいりました。

　その一環として、平成29年11月に、法人向けにビジネストラベルマネージメント（ＢＴＭ）サービスを提供する

株式会社ビジネストラベルジャパンを子会社化いたしました。これにより、同社の経営資源と事業シナジー効果に

よる事業領域拡大を図るとともに、引き続き法人向け事業セグメントの強化を進めてまいります。

　なお、株式会社ビジネストラベルジャパンについては、平成29年10月１日をみなし取得日として、当第３四半期

連結会計期間より連結の範囲に含めております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は2,153,938千円、営業利益は403,982千円、経常利益は

403,671千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は244,546千円となりました。

 

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①コンシューマ向け事業

　コンシューマ向け事業につきましては、月額課金を中心とした乗換案内サービスの売上が、コモディティ化・無

料化の影響を受け減少傾向にあり、その他のサービスは比較的堅調だったものの、当事業セグメント全体としては

低調に推移しました。また、利益面では、乗換案内サービスをはじめとした有料会員の新規獲得に向けて積極的な

プロモーションを実施したことにより、広告宣伝費及び販売促進費が収益を圧迫しました。その結果、売上高は

1,619,573千円、セグメント利益は408,336千円となりました。

②法人向け事業

　法人向け事業につきましては、既存取引先との取引深耕が奏功し安定的な受注を確保できたほか、新規顧客等か

らのスポット案件受注も堅調に推移しました。また、当第３四半期より株式会社ビジネストラベルジャパンを連結

対象としております。その結果、売上高は534,364千円、セグメント利益は160,822千円となりました。

 

(2）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は9,025千円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,635,200

計 25,635,200

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年２月６日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,888,800 6,888,800
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株であ

ります。

計 6,888,800 6,888,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 6,888,800 － 291,956 － 291,956

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,510,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,376,200 53,762 －

単元未満株式 普通株式　　　1,900 － －

発行済株式総数 6,888,800 － －

総株主の議決権 － 53,762 －

（注）　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式16株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

株式会社駅探

東京都港区西麻布四丁目

16番13号
1,510,700 － 1,510,700 21.93

計 － 1,510,700 － 1,510,700 21.93

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　なお、当社は、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しており

ません。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】

(1)　【四半期連結貸借対照表】

 (単位：千円)

 
当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 2,179,648

売掛金 446,695

仕掛品 1,596

原材料及び貯蔵品 97

その他 56,608

貸倒引当金 △481

流動資産合計 2,684,165

固定資産  

有形固定資産 54,540

無形固定資産  

その他 158,036

無形固定資産合計 158,036

投資その他の資産 126,558

固定資産合計 339,134

資産合計 3,023,300

負債の部  

流動負債  

買掛金 83,731

1年内返済予定の長期借入金 80,000

未払法人税等 30,960

その他 212,447

流動負債合計 407,139

固定負債  

長期借入金 20,000

資産除去債務 11,544

その他 20,010

固定負債合計 51,554

負債合計 458,694

純資産の部  

株主資本  

資本金 291,956

資本剰余金 300,220

利益剰余金 2,710,173

自己株式 △755,497

株主資本合計 2,546,852

非支配株主持分 17,753

純資産合計 2,564,606

負債純資産合計 3,023,300

 

EDINET提出書類

株式会社駅探(E25206)

四半期報告書

 7/16



(2)　【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 (単位：千円)

 
 当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 2,153,938

売上原価 672,012

売上総利益 1,481,925

販売費及び一般管理費 1,077,943

営業利益 403,982

営業外収益  

受取利息 203

未払配当金除斥益 63

その他 34

営業外収益合計 302

営業外費用  

支払利息 613

営業外費用合計 613

経常利益 403,671

特別損失  

関係会社株式評価損 30,307

特別損失合計 30,307

税金等調整前四半期純利益 373,364

法人税等 128,255

四半期純利益 245,108

非支配株主に帰属する四半期純利益 562

親会社株主に帰属する四半期純利益 244,546
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 (単位：千円)

 
 当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 245,108

四半期包括利益 245,108

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 244,546

非支配株主に係る四半期包括利益 562
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当社は、当第３四半期連結会計期間に株式会社ビジネストラベルジャパンの株式を取得し子会社化したことに

伴い、当第３四半期連結会計期間より同社を連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（税金費用の計算）

　当社は、税金費用について、従来、年度決算と同様の方法により計算しておりましたが、当第３四半期連結会

計期間より四半期連結財務諸表の作成を開始したことから、四半期決算に迅速かつ効率的に対応するため、当第

３四半期連結会計期間より連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法に変更しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 67,575千円

のれんの償却額 431千円

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 53,780 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

平成29年11月７日

取締役会
普通株式 53,780 10.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 
コンシューマ
向け事業

法人向け事業 計

売上高    

外部顧客への売上高 1,619,573 534,364 2,153,938

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 1,619,573 534,364 2,153,938

セグメント利益 408,336 160,822 569,158

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 569,158

全社費用（注） △165,175

四半期連結損益計算書の営業利益 403,982

（注）　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「法人向け事業」セグメントにおいて、当第３四半期連結会計期間に株式会社ビジネストラベルジャパ

ンの株式を取得したことに伴い、連結の範囲に含めております。

　当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては8,202千円であります。
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社ビジネストラベルジャパン

事業の内容　　　　インターネット等のネットワークを利用した情報処理サービス業他

(2) 企業結合を行った主な理由

　当社は、乗換案内サービスを中心に一般消費者や法人向けの移動サポートビジネスを展開しておりますが、事業

収益の拡大と強固な経営基盤を確保すべく、収益基盤の強化・多様化に向けた取り組みを推進しております。その

中で、法人の生産性向上や効率化ニーズの高まりを受け、旅費交通費精算をはじめとする法人業務効率化のための

業務システム分野を、当社の法人向け事業の成長領域のひとつと位置付けております。

　今般、独自のチケットレス出張手配システムや管理システムを有し、大手法人クライアントを中心にビジネスト

ラベルマネージメントサービスを展開する同社を子会社化することにより、法人向け業務システム分野の事業領域

を拡大し、収益基盤の強化を図ってまいります。

(3) 企業結合日

平成29年10月１日（みなし取得日）

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

78.25％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したため、当社を取得企業としております。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　平成29年10月１日から平成29年12月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 70,468千円

取得原価  70,468千円

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

8,634千円

(2) 発生原因

　取得価額が被取得企業の時価純資産を上回ったためであります。

(3) 償却方法及び償却期間

　５年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 45.44

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 244,546

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
244,546

普通株式の期中平均株式数（株） 5,381,968

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 45.02

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 49,718

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　第16期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当について、平成29年11月７日開催の取締役会にお

いて、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　　①配当金の総額 　　　　　　　　　　　　　　　　53,780千円

　　②１株当たりの金額 　　　　　　　　　　　　　　　10円00銭

　　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　平成29年12月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月６日

株式会社　駅探

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 戸　　田　　仁　　志　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三　　木　　康　　弘　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社駅探の

平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成29年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社駅探及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注） １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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